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す。どちらの場合も、シートベルトの通る側に大きな

歪みが発生し、最大歪みの場所は異なるが、最大歪み

の大きさには差は見られなかった。実際の乗員におい

て、シートベルト経路に違いがある場合、受傷部位は

シートベルト経路で決まるが、胸部傷害を受ける可能

性はほぼ同程度で差が無いと考えられる。 
 
 
 
 
 

図４ ダミーモデル胸部ひずみ 
 
 
 
 
 
 

図５ 人体モデル胸部ひずみ 
３．スレッド実験 

３．１．実験条件 
実験の状況を図６に示す。スレッド試験機に搭載で

きるように改造した車体に、運転席シート、インスト

ルメントパネル、ステアリング及びシートベルトを取

り付け、運転席に Hybrid III ダミーを搭載して、衝

突速度50km/hのフルラップ前面衝突試験を模擬した

スレッド実験を実施した。 
 
 
 
 
 

図６ スレッド実験状況 
実験のシートベルト経路条件を図７に示す。肩部ア

ンカー位置が最上端の設定で、シートベルトが肩部中

心付近を通る経路を標準とし、ベルトが肩部で首に接

触する経路を上側、ベルトが肩部外側を通り、かつダ

ミー中心で顎から230mm下部にある胸部変位計直上

を通る経路を下側とした 3 種類のシートベルト経路

で実験を実施した。実験は、シートベルトが肩部を拘

束できる範囲の経路で実施したため、ダミー中心部を

通るシートベルト中心位置の間隔はシミュレーショ

ンと比べ小さい。 

 
 
 
 
 

図７ シートベルト経路条件 
３．２．実験結果 
胸部たわみ量計測値の時間履歴の比較を図８に示す。

胸部たわみ量計測値はシートベルト経路の違いにより差

が見られ、シートベルトが胸部変位計の上を通る下側が、

最もたわみ量が大きく、標準が二番目で、上側が最も小

さかった。ベルト経路間の距離は上側と標準の間が下側

と標準の間より小さいにも関わらず、最大胸部たわみ量

計測値は下側と標準の差より上側と標準の差の方が大き

かった。実験において、シートベルト経路の違いが胸部

たわみ量計測値に大きな影響を与え、経路によっては胸

部たわみ量が小さく計測されることがあることが確認で

きた。 
 
 
 
 
 
 

図８ 胸部たわみ量時間履歴図 
４．まとめ 

今回の調査より、シートベルトの経路の違いが、前

面衝突基準に使用されている Hybrid III ダミーの胸

部たわみ量計測値に大きな影響を与えることが確認

できた。 
従前の前面衝突基準のダミー搭載方法にシートベ

ルト経路の規定はなく、本調査の結果を用いて当研究

所が中心となってシートベルト装着方法を明文化し

た基準改正案を作成し、前面衝突国際基準改正の検討

をしているインフォーマル会議に提案して合意を得

た。本内容を織り込んだ前面衝突基準改正案は 2014
年 12 月の国連 GRSP 本会議に提案予定である。 
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１．はじめに 

 ドライバに対して運転支援を行うさまざまなシス

テムが開発されており、衝突直前には車両側から強制

的に操作介入が行われるようになってきている。その

操作介入のタイミングについて、ドライバの通常の回

避操作よりも早いタイミングで介入する場合には、ド

ライバの操作の妨げや意図と反する動きとなる可能

性がある。従って、ドライバの行動に期待していては

事故が防げないと判断されるぎりぎりのタイミング

で介入することが望ましい。この介入タイミングにつ

いて検討するためには、緊急時にドライバがどのよう

な行動をとるのかの基本的なデータが必要となる。今

回、横方向から突然飛び出す車両に対してドライバの

回避行動についてのデータを得ることとした。 

２．実験概要 
 テストコースにおいて被験者に小型乗用車を約

40km/h の速度で運転させ、停車車両の陰から不意に

発泡スチロール製の模擬台車が出現する状況を設定

した（図１）(1, 2)。実験車両と模擬台車の遭遇状況を

実験車両側（図２左図）と逆方向側（図２右図）とで

示す。模擬台車は 6～8km/h の速度で実験車両が走行

する車線に出現した。被験者に対して模擬台車の出現

は予告しておらず、また、模擬台車はテント内に隠し

てあるため事前にその存在を知ることはできなかっ

た。 
 58 名の被験者により実験を行ったものの、そのうち

計測不備の事例が 2 件あり、56 件が解析対象となっ

た。56 名の中には 65 歳以上の高齢ドライバ 15 名も含

まれ、平均年齢は 46.5 歳（標準偏差(SD)は 17.5 歳）

であった。 

３．実験結果 
３．１ 実験結果概要 
模擬台車出現時の TTC (Time To Collision) について

は、56 件全体の平均は 1.11 秒（SD=0.19 秒）であり、

衝突なしの場合（24 件）は平均 1.25 秒（SD=0.13 秒）、

衝突ありの場合（32 件）は平均 1.00 秒（SD=0.16 秒）

であった。ここで、TTC とは、実験車両前端から模擬

台車走行車線までの距離（正確には模擬台車の車幅を

考慮した台車手前までの距離）を模擬台車出現時の実

験車両速度で除した値である。この TTC の値が小さ

い場合には衝突を回避する余裕が少ないことになる。 

 
図１ 実験レイアウト 

 

図２ 実験車両と模擬台車の遭遇状況 
 
 この 56 件の事例のうち、模擬台車出現にもかかわ

らずアクセルペダルを踏み続けた例が１件、アクセル

ペダルを離したものの衝突に至るまでブレーキペダ

ルを踏まなかったものが１件あり、ブレーキペダルを

踏下したものは 54 件であった。また、ハンドル操作

とブレーキ操作を比較した場合、ほとんどの被験者は

ハンドル操作を行うものの限定的な操作に留まって

おり、衝突を回避するのは主にブレーキ操作によるも

のであることがわかった。 
３．２ 反応時間 
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 衝突回避に影響するブレーキ操作について検討を

行った。ブレーキ踏下を行った 54 件の事例のうち、3
件については模擬台車出現時にアクセルペダルを離

している状態であった。これら 3 件を除外した 51 件

について、模擬台車出現時点から被験者がブレーキを

踏むまでの反応時間について求めた。反応時間の頻度

分布を図３に示す。全体 51 件では平均 0.45 秒

（SD=0.09 秒）であり、衝突なしの場合には平均 0.40
秒（SD=0.08 秒）、衝突ありの場合には平均 0.48 秒

（SD=0.09 秒）であった。 

 

図３ 反応時間の頻度分布 
 
３．３ 速度と相対距離の関係 
 51 件のうちブレーキは踏んだものの主にハンドル

操作により衝突を回避したものが 1 件あるため、この

事例を除外した 50 件について、ブレーキを踏んだ後

の平均減速度を求めると 6.9m/s2 (SD=1.6m/s2)となっ

た。 
 ここで、衝突の有無を決定する物理的な指標は、模

擬台車出現時の実験車両速度と、実験車両－模擬台車

間距離である。一方、衝突有無に影響を与える人的な

要因として、被験者ごとの反応時間と平均減速度があ

る。早く強くブレーキ操作ができる被験者であれば衝

突を避けることができる場合であっても、そうでない

被験者であれば衝突に至ることが考えられる。この点

に関し、衝突有無別に模擬台車出現時の模擬台車まで

の距離（縦軸）と実験車両速度（横軸）をとり図示す

ると図４となる。同じ速度であっても相対距離が長い

場合には衝突しない事例が多くなることがわかる。前

述のブレーキの反応時間と平均減速度を基にして、下

記式により初期速度に対する停止可能距離を求めて

同図中に太線で示す。 
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ここで、L : 停止距離 (m)、δ : ブレーキ反応時間 (s)、
α : 平均減速度 (m/ s2)、v0 : 実験車両の初期速度 (m/s)
である。 
 この線は被験者の平均を示すものであり、平均的な

ドライバであれば、線よりも上にある距離では模擬台

車が出現した場合には衝突を回避することができ、下

にある距離では模擬台車が出現した場合には衝突に

至ると考えることができる。しかし、実際には被験者

によるばらつきがあるため線よりも上であっても衝

突する場合、逆に線よりも下であっても衝突しない場

合が生じた。実際の支援システムを考慮する場合に

は、これらのばらつきも考慮する必要がある。 

 
図４ 衝突有無別の実験車両速度と相対距離 
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 実車を使用して横方向から不意に車両が出現する

という実験を行った結果、56 名の被験者のうち，2 名

については衝突回避操作を行うことができなかった。

従って、これらのドライバの事故を回避するためには

なんらかの車両側からの衝突回避支援システムが有

効である。また、今回の実験条件下では、平均として、

危険に気がついてから 0.45 秒後にブレーキペダルを

踏下し、その後平均減速度 6.9m/ s2で車両を減速する

ことができると考えられるものの、そのような反応が

できないドライバも存在する。従って、支援システム

を考える場合には、ドライバによるこれらの値のばら

つきも考慮する必要がある。 
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 高齢者の単独事故の特徴に関するマクロ分析結果 
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１．はじめに 
 一般に、高齢ドライバは慎重に運転を行うために交

通事故の危険性は少ないと考えられる一方で、身体能

力、認知能力の低下により、結果として事故を起こし

やすいとも言われている(1)。この点に関し、著者らは

運転頻度を考慮した事故の起こしやすさについて解

析を行ってきており、高齢ドライバは他の年齢層と比

較して事故を起こしやすいという結果を得ている(2, 

3)。また、個別の事故類型に関しては、とくに単独事

故を起こしやすいことを明らかにしている。 
 単独事故以外に関しては、事故を起こされた側の第

２当事者（２当）の回避行動も関係しており、２当が

事故を避ける行動を適切にとれば事故につながる可

能性が低くなる。このことより、純粋に高齢ドライバ

の事故の特徴を扱うためには２当の存在しない単独

事故について解析することが適当であるといえる。ま

た、一般に単独事故に関しては事故時の致死率が高い

ことが明らかにされており(4)、その事故を低減するこ

とは死亡事故低減にもつながる。今回は、高齢者の単

独事故に焦点を絞ってマクロ分析を行うこととした。 
 

２．解析内容 
２．１ 解析年齢 

年齢層として、16～24 歳、25～34 歳、35～44 歳、

45～54 歳、55～64 歳、65～74 歳、75 歳以上の年齢層

の７種類とした。（公財）交通事故総合分析センター

（ITARDA）の 2012 年のデータを使用し、年齢不詳の

ものを除いたデータを解析対象とした。 
２．２ 解析対象 

 今回解析対象とした単独事故は 25,520 件、全ての事

故類型（全事故類型）は 647,900 件となった。 
交通事故に関与した車両等の当事者別に関して、乗

用車（大型、中型、普通）、貨物車（大型、中型、普

通）、軽自動車（乗用車、貨物車）、自動二輪車、原付

自転車及び自転車の6種類をとり解析を行った。今回、

高齢者の交通事故に関する特徴をみるために二輪車、

自転車まで含めることとした。当事者別の事故件数に

関し、全事故類型（図１上図）と単独事故（図１下図）

に示す。全事故類型では全年齢層で乗用車、軽自動車

の件数が多いことがわかる。単独事故については全年

齢層で乗用車の件数が多いものの、高齢者になると軽

自動車の件数が増加していることがわかる。 

 
図１ 当事者別にみた全事故類型と単独事故の件数 

(2012 年） 

 
図２ 各年齢層における事故件数に占める酒気帯

び・飲酒事故件数の比率（2012 年） 
 

２．３ 酒気帯び・飲酒 

 全事故類型及び単独事故に関し、各年齢層において

それぞれの事故件数に占める酒気帯び・飲酒事故件数

の比率を図２に示す。全事故類型と比較して単独事故

の場合には、酒気帯び・飲酒事故の比率が高くなるも

のの、この傾向は全年齢層について認められ、高齢者




